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外国人の医療との関わり

港町診療所（所長）

外来患者の２－３割が外国人で様々な患者さんが通院

NPOシェア（副代表理事）

外国人の健康相談、結核患者への医療通訳育成と派遣

NPO他言語社会MICかながわ（理事）
神奈川県内の医療通訳制度の研修担当

タイ王国大使館
名誉医療アドバイザー

大学非常勤講師
東京大学・東京医科歯科大学・群馬大学・慈恵医大（看）



１）言葉の壁

医療通訳未整備の日本

→欧米では訓練された通訳

２）経済面での課題

在留資格による違い

出身国での借金・無保険

→重症化すれば更に負担

３）文化習慣の違い

→受診の遅れや中断

４）情報や支援者の不足

→家族や先輩移民

深刻化しやすい外国人の病気



地域における多文化共生推進プラン

総務省2006年3月27日

• コミュニケーション支援

情報多言語化、学習支援

• 生活支援

居住、教育、労働環境、医療、保健、福祉、防災

• 多文化共生の地域づくり

地域住民、企業、NPO、自助組織支援

• 多文化共生施策の推進体制の整備

地方自治体、地域国際化協会、NPOの協同 住民サービス
に外国人職員

患者負担のな
い医療通訳

未払い医療費
補填制度
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医療アクセス支援の開始
Start of our project 

HIV陽性外国人の初診時CD４の変遷
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グラフタイトル

人

外国人一万人当たりの
結核新規登録者数の変遷

出典：
1991-1993：研究班推計値、1994-1997：統計なし
1998～：公益財団法人結核予防会結核研究所疫学情報センター
http://www.jata.or.jp/rit/ekigaku/



外国人のエイズ発症報告数の推移
エイズ動向委員会年次報告より



（万人）

推定在留資格別外国人労働者数
（厚生労働省「外国人雇用状況」・法務省「入管統計」より改編）



神奈川県の外国人未払い医療費補填事業
による財政支出の推移
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医療通訳派遣制度の開始



多文化共生の後退から経済至上主義へ
１）言葉の障壁

・欧米で進められている無償の医療通訳制度がない

２）高額の医療費

・困窮した外国人ではなく富裕層の外国人に向けた体制整備

３）外国人の定住促進に人材が投入されない

・自治体職員ではなく監理団体職員

・外国籍住民へのサービスの相対的低下？



特別永住者

定住者・永住者

就労・就学のビザ

技能実習生

特定活動3か月

短期ビザ

コロナで露呈した日本の医療保障の穴
UniversalではないHealth Coverage

国民健康保険加入資格

生活保護対象



住民基本台帳に記載されていない外国人数

➀在留資格なしの「超過滞在者」 73,327人（2021.7.1）＋α

上記以外の総数 36,019人

➁在留期間が「短期滞在」 16,589人（2021年6月末）

➂在留資格「特定活動」で在留期間が3か月以下 5,054人（2021年6月末）

➃在留資格が「公用」 6,378人（2021年6月末）

⑤在留資格が「外交」 7,282人（2021年6月末）

⑥「外交･公用･短期滞在･特定活動」以外で在留期間3か月以下の正規滞在

716人（2021年6月末）



無保険外国人への医療費請求値上げ
2022年1月5日調査

訪日外国人 在住外国人 日本人無保険

東京大学医学部付属病院 30円 30円 10円

千葉大学病院 30円 30円 10円

国立国際医療センター 20円-30円で状況次第 10円

国立大阪医療センター 20円 10円

国立名古屋医療センター 15円 10円 10円

大阪市立総合医療センター 20円 10円

横浜市民 10円(課税） 10円(非課税）

横浜医療センター 10円 10円



無保険外国人の医療確保の困難
供給の減少

• 基幹病院が外国人無保険者の医療費値上げ

• 公立病院がコロナで疲弊

• 民間病院は経営悪化

需要の増加

• 技能実習生の失踪

• 留学生の貧困化

• 入管施設のクラスターで仮放免

無料低額診療施設に集中し破綻
→ 制度の構築なしには解決しない課題



外国人医療制度改善への処方箋
１）外国人急病人未払い医療費補填を国の予算で制度化。

２）国公立病院も未払い医療費補填制度対象にする。
３）無保険外国人の医療費請求を公的病院は一点10円に
４）医療通訳制度の普及で早期の受診を可能にする。
５）無料低額診療施設に医療費減免額に応じた財政支援
６）仮放免中の外国人の医療費に公的支援を導入。

根本的解決には外国人の生活を支える
相談・支援体制の構築



なぜ「だれ一人取り残さない医療」が必要か

１）住民を選別しては地域の健康は守れない

結核・エイズ・コロナ・・・・感染症は人を選ばない

２）外国人の人権の軽視がやがて社会の人権感覚の麻痺に

経済的理由での診療拒否はやがて、保険料未払者へ

３）海外の優秀な人材が日本で働くことを望まなくなる

労働人口の低下・介護や製造業での人手不足・多様性は推進力

４）国際社会からの孤立

SDGs：「誰１人取り残さない社会」を追求する国際社会

欧州で格差や差別をなくすための企業の責任が強化

ルールを守れない企業は排除され経済活動の停滞に

経済水準の低下と不健康の悪循環に陥らないために今が大切



＊１購買力平価
＊２ ＩＭＦ推定

20
20

https://www.imf.org/external/datamapper/PPPPC@WEO/OEMDC/ADVEC/WEOWORLD

日本経済の直面している現実
一人あたりGDP*1は台湾・韓国に抜かれている*2



今外国人医療に求められること

• 身近な相談窓口としての多言語相談：外国人相談員が重要

• 医療通訳の整備（遠隔＋派遣＋拠点）

• 背景を把握する院内相談体制：医療ソーシャルワーカー

• 医療費支援体制(一点10円、未払い医療費補填事業、無低診助成）

• 多部門のネットワーク（医療機関・相談窓口・外国人コミュニティ・・・）

外国人自身の力が発揮できる環境づくりが重要

SNSでの情報普及も効果あり

これらは、誰もが尊重される健康な社会を育てる地域での取
り組み。＞SDGsを推進することと繋がる。


